
 

 

 

ソーシャルボンド発行のお知らせ 

 

株式会社クレディセゾン（本社：東京都豊島区、代表取締役(兼)社長執行役員 COO：水野克己）

は、「株式会社クレディセゾン第 91 回無担保社債（社債間限定同順位特約付）」（以下：本社債）を

下記のとおり発行することとしましたので、お知らせいたします。なお、本社債は機関投資家を対象とした  

社債です。 

  

ソーシャルボンドとは、企業や地方公共団体等が、社会的課題の解決に資する事業の資金を調達する 

ために発行される債券です。 

本社債は当社では初のソーシャルボンドです。本社債により調達する資金は、以下のプロジェクトを対象

事業として関連する新規支出またはリファイナンスに充当いたします。 

■インド現地法人（Kisetsu Saison Finance (India) Pvt. Ltd.）への増資金及び貸付金 

現地のノンバンクや FinTech 事業者等へ融資し、当該事業者及びインド現地法人自らが、中小零細 

企業や個人に融資します。 

■シンガポール現地法人（Saison Capital Pte. Ltd.）への貸付金 

ファイナンシャル・インクルージョン実現に取り組むスタートアップ企業（ノンバンクや FinTech 事業者等）に 

対して投融資拡大の資金に充当します。 

 二つのプロジェクトは、東南アジアやインドをはじめとした新興国において、十分な金融サービスを受けられて

いないアンダーサーブド層の中小零細企業や個人が直面する社会課題の解決を目標としています。 

なお、本社債の発行にあたり、当社は「ソーシャルボンド原則（Social Bond Principles）2021」（注１）

及び「ソーシャルボンドガイドライン 2021 年版」（注２）に即したソーシャルボンド・フレームワークを策定し、 

適合性に対する外部評価（セカンドオピニオン）を株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）より取得

（注３）しております。 

 

当社は、サービス先端企業を経営理念として、ステークホルダーの皆様に対して社会的責任を果たして 

いくことを目指しています。中期経営ビジョンでは「総合生活サービスグループへの転換～リアルとデジタルの 

融合でカスタマーサクセスを実現」を掲げ、「Innovative」「Digital」「Global」の３つを基本コンセプトとして

取り組んでおります。 

本社債の発行により、資金調達の多様化の実現と、「ファイナンシャル・インクルージョン」をテーマにアジア 

からグローバルへと事業展開をより一層推進し、社会の発展・課題解決に貢献してまいります。 

2022 年 6 月 3 日 



 

  

【本社債の概要】 

  

 

（注１）「ソーシャルボンド原則（Social Bond Principles）2021」とは、国際資本市場協会（ICMA）が事務局機能を担う民間団

体であるグリーンボンド・ソーシャルボンド原則執行委員会（Green Bond Principles and Social Bond Principles Executive 

Committee）により策定されているソーシャルボンドの発行に係るガイドラインです。 

（注２）「ソーシャルボンドガイドライン 2021 年版」とは、ソーシャルボンド原則との整合性に配慮しつつ、市場関係者の実務担当者がソー

シャルボンドに関する具体的対応を検討する際に参考となるよう、いわゆる先進国課題を多く抱える我が国の状況に即した具体的な対応

の例や解釈を示すことで、ソーシャルボンドを国内でさらに普及させることを目的に、金融庁が 2021 年 10 月に策定・公表したガイドライン

です。 

（注３）株式会社格付投資情報センター（R&I）によるセカンドオピニオン 

   https://www.r-i.co.jp/news_release_sof/2022/02/news_release_sof_20220214_jpn_01.pdf 

（注４）フレームワークの策定およびセカンドオピニオン取得の助言などを通じて、ソーシャルボンドの発行支援を行う者です。 

 

 

 

 

発行年限 5 年 

発行額 100 億円 

利率 0.400% 

発行日 2022 年 6 月 10 日（金） 

主幹事 
みずほ証券株式会社・大和証券株式会社・野村證券株式会社・

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 

ストラクチャリング・エージェント（注４） みずほ証券株式会社・大和証券株式会社 

https://www.r-i.co.jp/news_release_sof/2022/02/news_release_sof_20220214_jpn_01.pdf

